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昭和24年の労組法改正に際して，強力な占領軍の介入が行われたことについ
ては，拙稿仁田（2015年）において指摘したとおりである。改正労組法の施行
とその前後における行政指導がその後の労使関係の展開に大きな影響を及ぼす
ことになるが，その中で，労働協約に関する法改正・指導・介入が重要な意味
をもっていた。本稿においては，この間の労働協約をめぐる労使関係の動きに
着目しこの時期の法改正と占領軍．政府による行政指導・介入の意義を，事
例の検討を踏まえて考察する。
この時期，労働協約をめぐる労使の争点は多数存在したが本稿においては，
解雇や配置転換などの人事的事項をめぐる労働組合の発言権と発言の方法を中
心的な課題として取り上げる。この問題は，経済九原則に基づく経済政策の抜
本的な転換と，それにともなう大規模雇用削減に直面する労使にとって，最重
要課題の一つであった。
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１占領軍による直接介入：「個別指導」と「直接指導」
占領軍による労働協約に関する「指導」に名を借りた介入は，２４年労組法改
正に先立つ「民主的労働組合及び民主的労働関係の助長に関する次行通牒」（昭
和23年12月221]付。以下，1222通牒と略称）により開始された。｜『1通牒には，
労働組合規約に関する指針と，労働協約に関する指針が列記されている｡労働
省の名前で発出されているが，その内容は，ＧＨＱ労働課の直接的指示に基づ
くものであったと考えられる。そして，この通牒に基づく企業・労働組合への
｢個別指導」に際しては，占領軍がこれを事実上主導して進めていった。
労働協約に関する指針は，多岐にわたるがそこに示された労使関係システ
ムの構想の源は，団体交渉・苦情処理（最終解決手段としての苦情仲裁を含む）
によって労使関係上の問題を一元的に解決するアメリカ型のシステムであっ
た。そのことは，同指針第４項で，労働条件を詳細且明確に規定することを求
めていること（そうでないと，労働協約の解釈適川に関わる苦情処理を通じて
日常的労使関係を律していくことが難しくなる)，第５項で協約の解釈適用と
個人的不平不満に関する苦情処理機関を設けることを勧告していることから明
らかである。そして，それまで戦後直後型労使関係の中で中心的役割を果たし
ていた経営協議会については，その具体的あり方について述べる条項はおか
ず，経営権の尊重を強調した第１項において「生産増強等につき協議する」機
関と規定した上で，最終決定は経営者に留保きるべきことを述べているに過ぎ
ない。
のちに考察する化学産業労使に対するＧＨＱ労働課の「直接指導」（昭和２４
年１月１０日，全ロ化本部）において，同課係官は，上記労働協約に関する指針
を敷桁しつつ，次のように述べている。「生産増強委員会，これは経営協議会
ではない。労使が事業場で能率を高め生産を増強する為の機関である。経営協
議会では使用者は自分の権利を譲っており，組合は経協を通じて命令的に経営
に関する事項を使用者に要求しているがこれは誤りである。経営権は他人に譲
り渡す事ができない。労働者が経営権の代表となる事は認めていない。経営協
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議会がアメリカに出来ているのは生産向上の為で，苦情を取り上げる為でもな
ければ，団体交渉を目的とするものでもない。（ＩｌＩ略）最後の決定権を委員会
に与える事は適当ではない。苦情処理或いは団体交渉の機関ではないからであ
る｡」（労働省，1952年，804ページ）
ここで想定されている生産増強委員会の原型は，おそらく，第二次大戦中に
米国の多くの事業場で設置された合同生産委員会であり’)，その後，占領軍．
労働省に推奨された労使関係の三分割モデルにおいて，団体交渉・苦情処理と
並んで提示された生産委員会も，その参照材料は，この戦時米国における合同
生産委員会であったと推測される。米国では，これら合同生産委員会は第二次
大戦終結後，戦時体制の撤廃（全国戦時労働委員会NationalWarLabor
Boardの廃止など）にともない，急速に消滅していった。しかし戦時期の米
国労使関係や労働政策についての知識をもつＧＨＱの労働専門家たちがそう
した目で戦後日本の労使関係を見たときに，このような発想が生まれることは
理解できなくはない。
このように，アメリカ・モデルに立つ労働協約指針であるがその第６項に
おいては，労働協約期間中の絶対的平和義務が望ましいとしつつも，これの強
制まではしなかった。アメリカ・モデルでは，絶対的平和義務が通則であり，
協約期間中の紛争は，争議権を背景としない苦情処理と苦情仲裁によってこれ
を処理するのが原則である。なぜ，ＧＨＱがこの点に限って譲歩したのか不明
であるが［|本の労使関係の現実を知る労働省担当者かＧＨＱ担当者の意見
によるものと思われる。日本の労働組合が最も重視したのは，事業上の理由に
よる解雇に反対し，「完全雇用｣2)を求めてこれと闘うことであったから，もし
絶対的平和義務を強制した場合には，この労働組合の根源的要求すら否定する
ことになる。協約期間中に解雇が起こったとき，これに対する争議を行えない
ことになってしまうからである。アメリカ・モデルの労働組合は，事業上の理
由による解雇そのものには反対せず，代わりに誰が解雇されるかを先任権で規
制する仕組みを根幹としている。だが，このような考え方は，１１本の労働運動
においては受け入れられなかった3)。
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しかし絶対的平和義務の規定がない場合，協約期間中も産業平和が達成さ
れず，常時紛争が発生する可能性がある。苦情処理に関わる事項については，
苦情処理手続きで解決するにしても．それ以外の事項，たとえば，会社都合に
よる集団的解雇や配置転換などについての紛争を可能な限り平和的に解決する
必要がある。そのため「協約期間中の紛争処理の規定を設けるという対処がと
られた。上記第６項では，苦情処理機関により処f1l1される事項を除き，争議行
為を行う権利を定めつつ，紛争の平和的解決のために争議行為発動前の労働委
員会等第三者への調停前置を義務付けることを求めている。これは，紛争解決
手続について，アメリカ・モデルからのかい離を認めている部分と言える。こ
の時期に改訂された労働協約のなかに争議行為前の労働委員会調停前置規定
を設けた事例が相当数存在するが，これは，この指針の影響下において，使用
者側主導で設けられたものと考えられる。
このような労働協約に関する指針の最も早期の具体的適用事例として，昭和
24年７１１に成立した||本1111脂株式会社の労働協約をめぐる交渉経緯を検討して
みよう。この事例がとくに注目されるのは，協約交渉プロセスにＧＨＱ労働課
が直接介入し具体的文案について「指導」を行っていることによる。昭和２３
年末から24年にかけてＧＨＱ労働課は，上記の労働省と都道府県係官による
｢個別指導」の推進とｌ１ｉｌ時に，主要な産業別労使'１１体やいくつかの個別企業の
労使関係に自ら直接的介入を試みている。なぜか化学産業が標的とされたのだ
が（労働省，1952年，803ページ)，そのモデルケースとされたのがＨ本油脂
の事例であった（労働省，1952年，797ページ)。
ｚ日本油脂における労働協約改訂交渉と「直接指導」
日本7[|]脂は，昭和24年７月に[}産化学から分離した会社で，協約成立までの
交渉は日産化学労使として行われたが会社の分離独立に合わせて独自の労働
協約として成立したものである。ただし最終的に署名されていないので，法
的に有効な労働協約として成立したかどうか微妙である。
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協約交渉の経緯を見ると，日産化学王子工場労組に対して昭和23年１月に会
社が協約改訂の申し入れを行なったのをきっかけとして改訂交渉が行われてい
たが，はかばかしく進展していなかったものを，１２．２２次官通牒を受けた
GHQの直接指導により，昭和23年12月24日に会社に対して勧併がなされたた
め，会社側は，その趣旨に合う協約案を立案しさらに「司令部その他当局の
重なる助言，指導を得て」（労働省，1952年，809ページ）原案を作成し昭和
24年２月12日，各単組に提示した。交渉は企業連を相手に一本で行われた。
当初，昭和23年１月に王子工場労組に提示された会社案が全体で25条しかな
いものであったのに対して，このとき提示された会社案は，200条もある大部
のものであった。この時期に改訂された労働協約は，俗に百条協約と呼ばれて，
従来のいわゆる法三章的労働協約との違いが注目されたものだが，ＧＨＱの指
導よるしきを得たせいかその２倍にもあたる超大作であった。ここでその全
体を取扱うことは，紙幅の制約_上，不可能であるので，剛体交渉・苦情処理・
労使協議などの労使関係事項と，解雇・異動などの人事的事項に関する規定に
焦点を当てて検討することとする。
なお，200条もの大部となったのは，以下に検討する詳細な労使関係事項の
ほか通常就業規則に記載する服務規律や就業時間についての規定を取り込ん
だこと，および給与に関する多数の規定を盛り込んだことによる。
給与について詳細に規定するというＧＨＱの方針に沿っているようだが最
も重要な基本給に関する規定ぶりをみると，「各人の基本給は，職階級の定め
るところにより従事する職務の価値に応じ人事考課の結果を基準として決定又
は変更する」（第113条，労働省，1952年，818ページ）とされている。ＧＨＱ推
奨の職階給制度を導入したものだが，人事考課が含まれている。人事考課につ
いては，職階制規則の定めるところによるとしているが，基本的に使用者の裁
董によるものであるから，苦情処理制度で紛争解決できる紛れのない給与制度
を確立できたとは言えない。
ちなみに同協約案第102条では，賃金の原則について定めているが，その
冒頭に，「職務の内容」を掲げつつ，その説明として，「責任の度合及び本人の
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能力に応ずる」としている。占領軍の絶対的威力をもってしても，職務価値の
評価のみに基づく「職務給」を日本の職場に導入・定着することはできなかっ
たわけである。
なぜＧＨＱがこのような規定を許容したのかが問題である。一つの可能性と
して，米国労働協約における能力規定と混同したのかもしれない。米国におけ
る代表的な労働協約である鉄鋼産業の労働協約をみると，職務昇進に関する先
任権を定めた条項において，勤続年数と合わせ考慮すべき要素として，当該職
務の遂行能力（abilitytoperformthework）と，体力（physicalfitness）が
掲げられている4)。
これを文字通り解釈すれば,職務遂行能力が当該職務につく権利，ひいては，
その職務の価値に見合う賃金を得ることに関連しているとも見ることができ
る。実際には，この協約文言上の能力規定は，枕詞のようなものであって，一
定年数下位職務をこなしていれば，当然に当該職務を遂行する能力があるもの
と期待されるので，事実上，先任権のみで昇進が決まる（straightseniority）
というのが職場労使関係の常識である。また，ここでの能力とは，あくまで特
定の職務を職務記述書が記述するとおりに遂行できるという趣旨のものであっ
て，漠然たる日本風の能力概念と等値できるようなものではない。
今日的な問題関心から興味深いことは，この文言の中に，労働者だけでなく，
使用者も，上記のような意味での「職務給」が可能であるとも，望ましいとも
考えていなかったことが示されていることである。これは，のちの「職能給」
への展開の素地が日本の職場労使関係の中に広くいきわたっていたことを推測
させる５)。
さて，この会社案に関する交渉のなかで，主要な争点となったのは，人事・
雇用に関わる事項と，団体交渉・苦情処理・労使協議など労使関係手続に関す
る事項であった。
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Ｓ人事条項をめぐる労使交渉
前者について，会社案は，まず，序文のなかで「組合は会社の経営権を尊重
し会社と協力して生産の増強に努めるものとする｡」と規定し経営権を具体
的に定める第３条において，「組合は会社が行使する人事に関する一切の権利
及び従業員の服務規律と作業能率の維持等をその内容とする人事管理権はすべ
て会社に属することを確認する｡」とうたった上で，「本条の人事に関する権利
とは，従業員の指揮統制と，採用，異動，休職，任免，懲戒，解雇，その他正
当な理由による冗員淘汰，従業員の能力及び身体の適否等の判定等の権利をい
う」と，具体的に規定している｡解雇を含め，全面的な人事権を定めるものと
言える。
同条のなかで，一応，会社の人事に関わる権利行使に対する苦情処理手続き
に言及している。だが，苦情処理の対象は，従業員間の差別がある場合に限定
されており（労働省，1952年，812ページ)，アメリカ流の先任権の規定のよう
なものはなかったから，何をもって差別というのか，明確な根拠はなかった。
これでは，苦情処理手続きにおける権利紛争として，人事に関わる諸問題の解
決を図ることは困難であったはずである。
会社案では，この経営権条項に基づき，第４章人事において，第52条採用か
ら第71条解雇予告にいたる20条を費やしてより詳細に人事権を定義しその全
てにおいて，会社が一方的に決定できることを定めようとしていた。
これに対して，労働組合は，圧倒的に不利な政治状況の中でも，無条件降伏
したわけではなかった。まず，協約序文中に，「労働権を尊重する」との字句
を挿入させた。そして，第３条においては，人事権規定のうち「その他正当な
理由による冗員淘汰」を削除させた。さらに，第３条第５項として，「組合は
会社が行う合併・分離・解散・重要資産の処分・工場閉鎖・長期休業及び名義
変更については関与しない。但しこれらの事項につき労働条件の切下が予想さ
れる場合には戒会社は予め組合と協議してその同意を得るものとする」との規
定を挿入することに成功した。
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また，会社案では，採用と社内異動については，第52条と第54条において，
会社の自由な判定に委ねることとされていたが，交渉の結果，採用基準及び人
員について事前協議を義務付けた。そして，第70条で規定する解雇基準のなか
から，「労働能率甚だし〈劣悪な者」「己（ママ）むを得ない事由により事業を
縮少する場合」「作業の合理化その他の事由により冗員を生じたとき」を削除
させ，懲戒基準以外の会社の都合による解雇は組合の同意を要する旨の条項を
認めさせた。懲戒解雇以外の無能力解雇，会社都合解雇に強い歯止めをかける
ことに成功したことになる。
もっとも，後者の条項については，労使合意を見たのに調印前になって
GHQの同意条項はいけないという趣旨の「注意」を受け，再交渉せざるをえ
ない羽日に陥った。だが，結局，労働組合の抵抗によって，これについては最
終合意を見ず，懸案事項として「保留」とされ，その余の条項について実施す
ることとされた。それ自体，労使交渉としては変則的な処剛であり，しかも，
前述のように，この協約には，最終的に労使の署名がなされなかったから，果
たして法的にみて有効な労働協約と言えるのかどうか疑問が残る。
しかし，それなら，この条項をめぐる対立によって，労働協約案全面破棄，
無協約状態突入となったかといえば，そうではなく，「保留」条項を残して実
施するという玉虫色の決着となった。こうした複雑な手順となったのは，法的
効力はともかく，当事者問のルールとしては，実質的には解雇についての事前
協議を行うとの暗黙の合意を実行するところに狙いがあったものと推測され
る。占領軍の監視を逃れて，社内的には労使合意を尊重して問題を処理するこ
とにしたと考えられる。
４労使関係手続条項をめぐる労使交渉
次に労使関係手続に関する事項についてであるが，会社案は，紛争の種類の
定義と，苦情処理，労働協議会，調停・仲裁の利用，争議行為などについて，
詳細に定めようとするものであった。今日普通に見られる労働協約と異なる点
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の一つは，団体交渉について，独自に定めた条項がないことである。これは，
以下，詳述するように，会社案が極力，労働組合の団体交渉権に枠をはめて，
苦情処理・労働協議会手続の中に抑え込もうとするのに組合が抵抗し，団体
交渉をいわば協約の外側において，自らの法的権利を可能な限り制約なく行使
しようとする意lX1をもって交渉に臨んだ結果だと思われる。
会社案の労使関係手続条項の基本は，第１に，苦`lili処ｆ１Ｉ１手続を明確に定めて
苦情処理事項に関する協約期間'１－１の争議発生を防止するとともに，第２に苦
情処理事項以外の労使関係上の問題発生を認めてこれに「紛争」という名称を
与え，これについては「労働協議会」という場で問題処理をlX1るというもので
あった。この仕組みでいけば，あらゆる労使関係上の事項が苦情処理，または
労働協議会で解決され，基本的に協約期間中の「川体交渉」は発生しないこと
になる。
会社案における「苦情」とは，第21条において，「この協約及び労働契約の
解釈適用又はそれらの違反の申立に関する紛議」をいい，「紛争」とは，「この
協約に規定されてない事項であって労働条件に関する紛議」をいうと定義され
るものであった（労働省，1952年，814ページ)。ここで，文'１１「労働契約」の
解釈適用が言及されている点が少々風変りである。労働契約という用語で当事
者がなにを想定していたのかわからないが労働契約の内容は，容易に一義的
に決定できるものではないから，場合によっては，非常に広範閑の事項がこの
用語によって苦`情処理にかけられることになりうる。ただ，この点については
資料に検討状況が述べられておらず，あまり争点になっていないようであるの
で，深追いは避けることとする!，全くの'憶測であるがアメリカでは，労働協
約をLaborContractと称することが多いので，通訳'二の誤解によりここに組
み込まれた可能性もないわけではない。
労働組合のこれに対する対処は，まず，苦情の規定を変えることに向けられ
た。すなわち，協約の解釈適用問題という形で苦'情を定義するのではなく，「苦
情とは給与条件，職場環境その他の労働条件における個人的不満及び労働契約
の解釈適用又はそれらの違反の申立に関する紛議」をいうという形にしいわ
155
[論文］昭和24年労組法改正と労働協約に関する覚書：ｌ]本油脂の事例（仁田）
ゆる「個人苦`情」を扱うものに限定しようとするものであった。そして，「苦情」
と区別される「紛争」は，その残余となるが，「労働協約の締結・更新・改廃・
その解釈適用又はその違反の申立，この協約の中第八章第二節・第五節・第六
節及び組合の同意を要するものでその同意が得られなかった事項・福利厚生に
関する事項並びにこの協約に規定されていない一切の労働条件に関する紛議」
と規定させることに成功する。文中，第八章は給与に関する章であり，第二節
は基本給，第五節は手当第六節は賞与を規定するものである。
この規定でとくに重要であったのは，給与に関する紛争をさだめた第八章に
かかる規定と，組合の同意を要する事項，すなわち３で述べた人事に関する条
項なかんずく解雇に関する条項を「紛争」として明確に定め，集団的労使関係
事項として協約期間中も団体交渉を可能にしようとするところに主要な狙いが
あった。これがないと，協約期間中の賃上げ闘争（あるいは賃下げ反対闘争）
や，解雇反対闘争などが自由に行えなくなるおそれがあった。
そして，会社案の第２の柱である「労働協議会」については，これを設けな
いこととした。この時期の労働協約交渉の中では，労働組合側が従来型の経営
協議会の存置に固執しそれが無協約状態の原因になったり，あるいは，ある
種の妥協案として労働条件や人事的事項に関して「労働協議会」を設置，ない
し存続するといった対応がとられたりしたが，この事例の労働組合は，それを
敢えて避けて，「紛争」については「団体交渉」で扱うという基本線を貫こう
としたわけである。これは，「労働協議会」が労働組合の団体交渉権を制約す
るものであり，その設置にメリットが乏しいと判断したからであろう。
この事例の「労働協議会」案では，「箇所長又は社長は箇所及び中央に労働
協議会を設け労働条件の改廃或いは紛争の処理又は解決のため必要あれば組合
と協議する｡」（第36条，労働省，1952年，815ページ）と定めていた。ここで，
｢必要あれば」という文言は，会社側が「必要ない」と判断すれば協議しなく
てもよいとも取れ，それ自体問題含みである。労働組合が最もこだわったのは，
第38条の調停前置の規定だったと思われる。すなわち，「反復交渉するも妥結
できなかった紛争は管轄権ある労働委員会の調停に附するものとし示される調
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停案について解決を図るよう双方努力しなければならない。労働委員会えの
(ママ）調停の申請には相手方の同意を要しないものとする｡」という規定であ
る。この時期の労働協約には，こうした調停前置条項を設けたものが相当数存
在するが，日本油脂では，労働組合がこれを拒否した。そのために，調停前置
を前提とする「労働協議会」そのものの設置を拒否することとしたわけである。
これは，一つには，最低限必要な雇用に関係する生産事項については，旧経
営協議会の機能の一部を引き継いだ「生産委員会」を通じて情報を入手できる
という判断があったものと思われる。会社の労働協約案第３条の２では，「生
産委員会」を設置することを定めている。「会社及び組合は箇所及び中央に双
方の委員を以って構成する生産委員会を設け必要あれば生産上の脇路打開生
産能率，生産向上その他生産に関する問題について協議するＪというのがそ
の文言である。ここで，「協議」とはどのようなものか，協議ととのわない場
合にどうするのかといったことはなんら述べられていない。第３条は経営権と
題された条項であるから，基本的に会社の専決事項であり，「協議」とは，組
合側が意見を述べることができる程度の内容で理解されていたものと推測され
る。
しかし上記のように，協約期間中であっても，労働条件事項及び重要な人
事的事項については，労働組合が団体交渉権・争議権に基づく対応をとること
を可能にしていたから，生産委員会で要員の削減などが問題となった際には，
これを労働条件に関する「紛争」と認定して，団体交渉で問題解決を図ること
が可能であると労働組合は考えていたと思われる。
結びにかえて
以上みてきたとおり，日本油脂労働協約をめぐる交渉は，占領軍の直接介入
という強烈な圧力のもとで展開され，他の企業に対して，ある意味でモデル
ケースとして扱われることにもなったが労働組合は困難な状況下でよく闘
い，「アメリカ・モデル」が日本の条件下で及ぼしうる労使関係へのマイナス
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の影響を，ある程度まで防止することに成功したといえる。「資料労働運動史」
も，「この実施をみた協約は，組合側からは諸々の困難な条件下にあって本組
合が執勧に食い下りねばり強い交渉を続けて会社側の企図を或る程度迄阻止し
得たものとして評価された」（労働省，1952,809ページ）と述べているほどで
ある。これは，もちろん，当該労働組合の努力によるところ大であるが，それ
と合わせて，当時の労使関係の現状から，文字通りの「アメリカ・モデル」が
現実に適合しないことを理解する使用者側が，労働組合の言い分をある程度取
り入れて，安定的な労使関係を維持しようと図ったことも重要であろう。
注
ｌ） 米国第二次大戦期における合同生産委員会の展開については，仁田（1998年）
230-234ページを参照のこと。
戦後日本における「完全雇用」闘争の最初の例であった1946年の海員争議につ
いては，仁田（2004年）において詳述した。
一つの試みとして，1965年のいわゆる転型期不況のなかで，日経連が「日本的
レイオフ制度」を提唱したが，広く受け入れられるようにはならなかった（仁
凪2008年，３７ページ)。
米国鉄鋼労働協約の例として，AgreementbetweenNationalSteel
Corporation，MidwestDivisionandtheUnitedSteelWorkersofAmerica
LocalUnion6103,ProductionandMaintenanceEmployees，Ｍａｙ1,1986,
PortagQIndianaを見てみると，Articlel3,sectionl3:０１において，ここに示
したような規定が採られている。なお，鉄鋼協約は事業所毎に締結されるが，
基本的に，主要製鉄会社の主要事業所において共通の文言となっている。産業
別統一協約と呼んでいい。
このような占領軍主導で導入された「職務給」ないし「職階給」を，民間にお
いて行われたように全面的に骨抜きにして「職能給」に転換するわけにいかな
かったのが，公務員の賃金制度である。だが，公務員労使がレンジレート職務
給のレンジを大幅に拡大するなどの手法によって，形式上，職務職階給を維持
しながら，実質上，「職務給型年功賃金」を実現してきたことは周知のとおりで
ある。
２）
３）
４）
５）
参考文献
仁田道夫１９９８「アメリカ的労使関係の確立」東京大学社会科学研究所編「２０世紀シ
－１５８－
経営論叢第４巻第２号（2015年３月）
ステム２経済成長１－基ｊｉｌＩＩ－ｊ第６章東京大学出版会。
仁田道夫２００４「一九四六年の海員争議」『社会科学研究」第56巻１号。
仁[H道夫２００８「雇用の量的管理」仁田道夫・久本憲夫編著『日本的雇用システム』
ナカニシヤ出I仮。
仁田道夫２０１５「労使関係論からみた昭和24年労組法改正過程一アメリカ・モデルと
戦後直後型労使関係の相克？」『日本労働法学会誌』近刊。
労働省１９５２「資料労働運動史昭和24年」労務行政研究所。
－１５９－
